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3 財政健全化に向けた取り組み  

 

 ○これまでの取り組み 

  本県では、平成10年度以降、厳しい財政状況を踏まえ、歳出の伸びを抑制する一方、県債や基金に依存し

ない財務体質を目指して、財政構造改革の取り組みを進めてきました。 

  平成14年度には大幅な県税収入の減少を受けて「財政構造改革プログラム」を策定し、また平成16年度

には「三位一体の改革」による地方交付税の大幅な削減を受けて「財政危機回避のための改革プログラム」を

策定して、財政収支の改善に向けた取り組みを行ってきました。 

しかしながら、その後も地方一般財源総額の抑制基調が続く一方、公債費等の財政負担は大きくなり、平成

19 年度に平成20年度から３年間の収支見通しを試算したところ、各年度400 億円を超える巨額の財源不

足が見込まれたことから、「滋賀県財政構造改革プログラム～滋賀の未来に向けての財政基盤づくり～」を策

定し対応しましたが、このプログラム策定後、造林公社における債務の処理策が確定したこと等により、本県

の財政状況は一層危機的な状況となりました。このため、歳入歳出全般にわたって「更なる見直し」に取り組

むこととしました。 

その後、平成20年度後半からの世界的な景気後退等により、県内企業も大きな影響を受け、平成21年度

当初予算の県税収入が、前年度より400億円以上下回ることが見込まれました。このため、平成21年度に

改めて財政収支見通しを試算したところ、現行の取り組みを続けたとしても、長期にわたって巨額の財源不足

が見込まれ、また、財源不足への対応において、これまで大きな役割を果たしてきた財源調整的な基金の残高

が大きく減少していることも踏まえ、平成22年度予算編成に向けて、歳入歳出にわたって一層の見直しに取

り組むこととしました。 

 

 ○滋賀県行財政改革方針に基づく「財政改革推進計画」の策定および推進 

  平成22年度に直近の状況を踏まえて、平成31年度までの収支見通しを試算したところ、引き続き公債費

や社会保障関係経費の増加が見込まれることなどから、平成 23 年度以降の各年度において、140 億円から

260 億円におよぶ財源不足が見込まれました。このため、「滋賀県行財政改革方針」に基づく実施計画とし

て「財政改革推進計画」を策定し、平成23年度から平成26年度までの計画期間において、歳入・歳出両面

で財政健全化に向けた取り組みを推進することとしています。 
   

 

 

             （億円） 

区      分   23年度 24年度 25年度 26年度 

一  般  財  源  不  足  額  (1) 209 145 155 175

歳  入  確  保 9 5 5 5

事 業 費 23 24 25 25

見直しに

よる対応

(2) 

歳

出 人 件 費 35 35 35 35

差し引き財源不足額 (1)－(2) 142 81 90 110

県 債 発 行 44 45 45 45財源対策に 

よ る 対 応 基金の取り崩し等 98 36 45 65
 

          具体的な取り組み（平成26年度一般財源ベース）           （億円） 

①内部事務経費、施設管理その他事務事業費等の見直し 7

②補助金等の見直し 4

③投資的経費の重点化・効率化 10

④公社、事業団等に対する財政支出の見直し等 4

計 25

 

財政健全化に向けた取り組み（財政改革推進計画） 
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平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23

185億円
212億円

164億円
139億円

287億円

70億円

27億円

87億円

41億円

145億円

1億円

31億円

104億円

45億円

200億円

105億円

1億円

139億円

50億円

95億円

70億円

30億円

150億円

60億円

5億円

183億円

50億円

10億円

53億円

163億円

70億円

5億円

169億円

100億円

51億円

130億円

40億円

95億円

108億円

48億円

140億円

45億円

9億円

141億円

119億円

8億円

39億円

23億円

155億円

50億円

16億円

29億円

60億円

34億円

10億円

54億円

35億円

85億円

13億円

44億円

9億円

23億円

平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23

歳出伸び

　▲0.6％

投資単独

伸び

 ▲18.4％

定数削減

　▲10人

　　　ほか

歳出伸び

　▲0.7％

投資単独

伸び

 ▲23.6％

定数削減

　▲61人

　　　ほか

歳出伸び

　▲0.6％

投資単独

伸び

 ▲15.1％

定数削減

　▲95人

　　　ほか

歳出伸び

　　0.0％

投資単独

伸び

　 5.6％

定数削減

　▲81人

　　　ほか

歳出伸び

　▲2.5％

投資単独

伸び

 ▲ 8.2％

定数削減

　▲53人

　　　ほか

財政構造改革の
指針
（Ｈ１０～１２）

第２次財政構造改
革の指針・財政構
造改革プログラム
（Ｈ１５～１７）

当面の財政
運営方針
（Ｈ１３～１４）

財政危機回避のための改
革基本方針・財政危機回
避のための改革プログラ
ム（Ｈ１７～１９）

財政構造改革プログラム
（Ｈ２０～２２）
※更なる見直し（Ｈ21～22）
および事業見直し（H22）
含む

内部事務経費等の節減

人件費の削減

事業費の削減

基金の取崩し

県債の発行

未利用県有地
の売却等

歳出による対応

各種対応後の
財源不足に
歳入で対応

155億円

180億円
189億円

245億円

291億円

146億円

306億円

165億円

243億円

320億円

170億円

217億円

251億円

307億円

公債費の平準化

更なる歳出の見直し

更なる歳入の見直し

査定減等

275億円

133億円

357億円

これまでの財政構造改革の取組結果（平成10年度以降の姿）

事業見直し

58億円 事業見直し

人件費の削減

市町振興資金特別
会計からの繰入

151億円

財政改革推進計画
（Ｈ２３～２６）

 

 （注）   １  歳出における取組額および歳入で対応した財源不足額は、それぞれ当初予算編成時の数字です。 

       ２  平成15年度および16年度の歳出における取組額は、平成14年度当初予算額を、平成17年度から19年度は、平成16年度当初予算

額を、平成20年度から22年度は、平成19年度当初予算額を、平成23年度は、平成22年度当初予算額をそれぞれ基準としています。 

       ３  平成 17 年度は、「財政危機回避のための改革プログラム」に沿った取組額を示しており、「財政構造改革プログラム」の削減予定分は、

含めていません。 

４  平成 20 年度の事業費の削減額および平成23 年度の事業見直し額は、それまでの取組額に加えて、新たに対応した金額を表していま

す。  


